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【解説】  

本通達においては、旧定額法若しくは旧定率法を旧生産高比例法に変更した場合、定額法若しくは定率法を生産高比例法に変更した場合又

は定額法を生産高等比例法に変更した場合の償却限度額の計算について定めているが、その変更後における耐用年数については、定率法を定

額法に変更した場合等（基通７－４－４参照）と同様に、残存耐用年数方式を用いることを認めている。 

  

【改正】（定額法又は定率法を生産高比例法に変更した場合等の償却限度額の計算） 

7－ 6－ 7 鉱業用減価償却資産等の償却方法について、旧定額法若しくは旧定率法を旧生産高比例法に変更した場合、定額法若しくは定率

法を生産高比例法に変更した場合又は定額法を生産高等比例法に変更した場合には、その後の償却限度額（令第61条第２項｟減価償却資

産の償却累積額による償却限度額の特例｠の規定による償却限度額を除く。）は、当該減価償却資産の取得の時期に応じて次に定める取

得価額、残存価額又は残存耐用年数を基礎として計算する。 

⑴ 平成19年３月31日以前に取得した減価償却資産 その変更をした事業年度開始の日における帳簿価額を取得価額とみなし、実際の取

得価額の10％相当額（鉱業権及び坑道については、零）を残存価額として当該減価償却資産の残存耐用年数（当該減価償却資産の属す

る鉱区の当該変更をした事業年度開始の日以後における採掘予定年数がその残存耐用年数より短い場合には、当該鉱区の当該採掘予定

年数）を基礎とする。 

⑵ 平成19年４月１日以後に取得した減価償却資産 その変更をした事業年度開始の日における帳簿価額を取得価額とみなし、当該減価

償却資産の残存耐用年数（当該減価償却資産の属する鉱区又は貯留区域の当該変更をした事業年度開始の日以後における採掘予定年数

又は注入予定年数がその残存耐用年数より短い場合には、当該鉱区又は貯留区域の当該採掘予定年数又は注入予定年数）を基礎とす

る。  

(注) 当該減価償却資産の残存耐用年数は、７－４－４｟定率法を定額法に変更した場合等の償却限度額の計算｠の⑵のロ及び７－４－４

の２｟旧定率法を旧定額法に変更した後に資本的支出をした場合等｠の例による。 




